
 

 

堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 健康福祉局 健康部 健康医療推進課 

直 通 ０７２－２２２－９９３６ 

内 線 ３４０６ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７９４３ 

 

「がん検診総合相談センターの開設」について 

 

 

堺市では、がん検診をより受診しやすくするため、がん検診の問い合わせや相談窓口の一

元化を図り「がん検診総合相談センター」を設置します。 

いつでも、迷わず相談できる総合相談窓口を開設し、「大切な いのちをまもる がん検

診」の推進に取り組み、受診率の向上とがん患者等への支援の充実を図ります。 

 

記 

 

  １．施策名 

     健康推進・がん対策推進事業 

 

  ２．事業概要、事業目的など 

    ・がん検診総合相談センターを設置 

未受診者対策（架電による受診勧奨）、検診案内窓口（健（検）診案内、集団検診 

予約受付）及びがん患者等への相談支援を実施します。 

  

３．平成２９年度当初予算額     ６４，９６０千円 

拡充    （３５，８４０千円） 

 

1



がん検診総合相談センターの設置 

市 民 
がん検診総合相談センター 
【問合せ専用の電話番号にて対応】 
（閉庁日、閉庁時間帯を含み対応） 

 
・がん検診未受診者、精密検査対象者へ電話 
 での受診勧奨 
・各種健（検）診の問合せに対応 
・集団検診（胃、肺、大腸など）の予約受付 
・がん患者等への相談支援 
・問合せ内容の集計及び管理 

堺 市 
 

・問合せ対応マニュアルの作成 
・集団検診予約者への通知発送 
・勧奨対象者名簿の作成 

各種健（検）診などの問
合せ ② 

各種健（検）診の案内、
受診勧奨 ③-A 

がん検診総合相談センター
にて処理困難な問合せの連
絡及び予約者の連絡 ③-B-1 

問合せ対応のマニュアル、集
団検診日程等の提供 ① 

がん検診総合相談センターにて処
理困難な問合せの連絡③-B-2 

未受診者対策（架電による受診勧奨）、検診案内の窓口（健（検）診案内、集団検診予約）及
びがん患者等への相談支援を実施 
 １ 未受診者対策 → がん検診受診率及び精密検査受診率の向上 

   ①未受診者への架電による勧奨を実施 

   ②検診の結果、精密検査に該当したが未受診の者へ架電による受診勧奨を実施 

 ２ 検診案内の窓口を一元化 → 市民サービスの向上 

   ①専用電話番号を設け、各種健（検）診に関しての問合せなどに対応 

   ②さらに、集団検診の空き状況の案内や予約受付に対応 

 ３ がん患者等への相談支援 → がん患者等への支援 

   ①がん患者等からの相談内容に応じて、適切な窓口を案内 （例：医療の相談であれば、がん診療拠点病院の 

    「がん相談支援センター」を案内、患者会等の活動であれば、がん患者会などの案内を行う。） 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 健康福祉局 健康部 健康医療推進課 

直 通 ０７２－２２２－９９３６ 

内 線 ３４０６ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７９４３ 

 

「血液検査による前立腺がん検査の実施」について 

 

堺市では、市民の前立腺がん予防意識の増進を図るため、前立腺がん検査を実施します。 

前立腺がん検査と他のがん検診の受診勧奨を実施し、「リスク知り はじめる あなたの

がん予防」へ取り組みます。 

記 

 

  １．施策名 

     前立腺がん検査 

 

  ２．事業概要、事業目的など 

前立腺がんに対する予防意識の増進を進めるとともに、がん検診受診の動機付けを

促し、がん検診全体の受診率の向上を図るため、前立腺がん検査を新たに実施します。 

   

３．平成２９年度当初予算額     １７，７６０千円 

新規    （１７，７６０千円） 
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実施機関 ： 市内協力医療機関 
 
検査内容 ： 問診、血液検査（PSA検査） 
 
検査対象者 ： ５０歳から６９歳の男性市民（５０歳から６９歳の間、１回に限る。） 
          ただし、胃・肺・大腸がん検診、堺市国民健康保険特定健康診査のいずれかと同時受診 
 
自己負担金 ： １，０００円 
          （市民税非課税世帯・生活保護世帯等に属する方は、事前に保健センター等へ申請を 
          行うことにより無料。） 

前立腺がん検査の内容 

③前立腺がん検査を導入し、がん検診のメニューを増やす事によって、受診への動機付けを促し、
がん検診全体の受診率の向上を図る。 

②前立腺がん検査によりPSA値を把握し、前立腺がんに対するリスク管理の意識向上を図る。  

前立腺がん検査（PSA検査）の実施について 

①平成２４年の前立腺がん罹患者数は、胃、大腸、肺に次いで４番目となっている。                   
また、平成２８年のがん統計予測「がん罹患数予測」では、男性の部位別罹患数で第１位となって
いる。（国立がん研究センターがん対策情報センター「がん登録・統計」より）  
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 健康福祉局 健康部 健康医療推進課 

直 通 ０７２－２２２－９９３６ 

内 線 ３４０６ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７９４３ 

 

「成人歯科検診事業」について 

 

堺市では、成人歯科検診事業の充実を図るため、下記のとおり対象年齢の拡充を実施しま

す。 

 

記 

 

  １．施策名 

     成人歯科検診事業 

 

  ２．事業概要、事業目的など 

歯科検診によりむし歯や歯周病等の歯科疾患を早期に発見するとともに、歯科相

談・保健指導を行い市民の健康の保持増進を図るため、検診対象者に 30 歳、35 歳

の市民を追加します。 

   

３．平成２９年度当初予算額     ４，４５３千円 

拡充      （８７８千円） 
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< 成人歯科検診事業の拡充について > 

 

３５歳前後が歯周病の好発年齢  

若い年齢層への歯科口腔保健の推進が必要 

 

検診の対象年齢に 30 歳・35 歳を追加 

 

適切な生活習慣（口腔ケアなど）を早期から身に着け、歯科疾患の早期発見・早期治療につなげ重症化を防ぐ 

     ⇒ ＱＯＬの向上・生活習慣病保持者の減少 

 
 
 
 
 

対 象 年 齢： 40 歳・45 歳・50 歳・55 歳・60 歳・65 歳・70 歳  ＋ 30 歳・35 歳 
 

自己負担額：500 円 
       （市民税非課税世帯・生活保護世帯等に属する方は、事前に保健センター等へ申請を行うこと 

により無料。） 
 

実 施 機 関：市内協力医療機関 
 

内 容：問診・口腔内診査・口腔衛生指導（歯みがきポイント） 

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

0～14歳  15～34歳  35～64歳  65歳以上 

歯肉炎及び歯周疾患 う蝕 

急増！ 

この時期に 

介入すべき！ 

歯科疾患推計患者数 （単位；千人 ） 平成 26年 厚生労働省  

拡充  

拡充後の成人歯科検診 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 健康福祉局 健康部 保健所 保健医療課 

直 通 ０７２－２２８－７５８２ 

内 線 ３４０４ 

ＦＡＸ ０７２－２２２－１４０６ 

 

「骨髄移植普及促進事業」について 

－ 命をつなぐ ドナー支援 － 

 

堺市では、白血病などへの有効な治療法である骨髄移植について一層の普及促進を図るた

め、移植経験のある元患者や骨髄提供経験者等による講演会の開催など、市民・企業・学校

等と協働・連携した取組みを下記のとおり実施します。 

 

記 

 

１．事業名 

    骨髄移植普及促進事業 

 

２．事業概要、事業目的 

○骨髄移植「語りべ」講演会 

骨髄移植によって元気になった元患者や提供経験のあるドナー等の「語りべ」を講

師に迎え、主に若年層を対象とした講演会を開催する。 

 

○献血併行型ドナー登録の啓発促進 

献血会場での献血受付時や市内企業への啓発の際にドナー登録を促す啓発チラシを

配布する。 

 

３．平成２９年度当初予算額     ８００千円 

             新規    （８００千円） 
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骨髄移植普及促進事業（新規） 

 

１．事業の背景 

白血病や再生不良性貧血等の病気により、骨髄移植を必要とされる患者は、全国で毎年少なく

とも 2,000 人に及ぶ。骨髄移植は、患者と骨髄提供者(ドナー)の HLA型(ヒト白血球抗原型)が適

合しなければならない。兄弟姉妹間で 4 分の 1、親子間ではほとんどなく、非血縁者間の適合率

は数百人～数万人に 1人しか適合しない。骨髄バンク事業は、非血縁者から提供される骨髄液を

患者にあっせんするシステムであり、広く一般からドナーを募る必要がある。さらに、現在 9割

以上の患者に適合するドナー候補者が見つかるが、実際の移植率は約 6割にとどまっており、ド

ナー登録者数の増加とともに、移植率の向上が求められている。 

 

２．事業目的  

現在、堺市では、骨髄移植の普及啓発活動として、広報紙やホームページ等による情報提供、

イベント等での献血と併行したドナー登録会の開催等の取組みを進めるとともに、市産業界に対

しドナー休暇制度の導入等の協力を依頼するなど、様々な活動を行っている。 

今後、骨髄移植のさらなる普及促進を図るため、従来の取組みに加え、市民・企業・学校等と

協働・連携し、骨髄移植への理解を深めるとともに、広く市民にドナー登録を奨励するよう新た

な取組みを行う。 

 

３．事業内容 

① 骨髄移植「語りべ」講演会 

骨髄移植によって元気になった元患者や提供経験のあるドナー等の「語りべ」を講師に迎え、

主に若年層を対象とした講演会を開催する。 

▶ 講演内容  骨髄移植や提供に関わる体験談、ドナー登録や骨髄提供方法 

▶ 対  象  これからドナーの対象となる世代（市内高校生及び大学生等） 

▶ 受 講 料  無料 

② 献血併行型ドナー登録の啓発促進 

献血会場での献血受付時や市内企業への啓発の際にドナー登録を促す啓発チラシを配布する。 

▶ 会  場  堺東献血ルーム及び献血バスによる市内献血会場 

▶ 対  象  献血申込者約 20,000 人（献血ルーム等 12,000 人、献血バス 8,000人） 

 

４．事 業 費（平成 29年度当初予算額） 

８００千円 

別紙資料 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 健康福祉局 健康部 こころの健康センター 

直 通 ０７２－２４５－９１９２ 

ＦＡＸ ０７２－２４１－０００５ 

 

「こころの健康センター専門相談事業」について 

 

堺市では、精神保健及び精神障害者の福祉に関する相談及び指導のうち、複雑または困

難な事例に対する相談に取り組むため、こころの健康センターの専門相談事業を拡充しま

す。 

 

記 

 

  １．事業名 

    こころの健康センター専門相談事業 

 

  ２．事業概要 

性暴力被害者のこころのケア、早期回復、社会復帰に向けた支援を行うため、専門 

相談窓口の充実による性暴力被害者へのカウンセリングを実施します。（拡充） 

カウンセリング回数 平成 28年度 12 回 → 平成 29年度 24 回 

 

３．平成２９年度当初予算額     １６，７１２千円  

拡充     （２４９千円） 
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＜性犯罪等の性暴力被害者＞ 

性暴力被害者への支援の流れ（フロー図） 

庁内関係相談窓口 
警察、法律相談

等の 
庁外相談窓口 

堺市こころの健康センター 
「性暴力被害者への 
カウンセリング事業」 

被害直後の場合 

被害直後ではなく 

カウンセリングによるこころのケアを希望し
ている場合 

（カウンセリングによるこころのケア） 

堺市に居住し、性暴力被害にあわれた女
性（18歳以上）を対象に、臨床心理士によ
るカウンセリング（予約制）を実施 

（ SACHICOによる支援） 
・証拠物の採取と保管、産婦人科診療 

・必要に応じて警察、弁護士相談への同行
等の支援などを実施 
・カウンセリングは外部機関を紹介 

一定の支援が終了し、長期的
なカウンセリングが必要な場合 

SACHICO（性暴力救援センター大阪） 
または堺市立総合医療センター 

（ SACHICOの協力医療機関） 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 西区役所 企画総務課 

直 通 ０７２－２７５－１９０１ 

内 線 ９４－３００４ 

ＦＡＸ ０７２－２７５－１９１５ 

 

「西保健センター移転事業」について 

 

～子育ても 健康づくりも 区役所で～ 
 

 

 堺市西区役所では、区民の皆さまの利便性の向上を図るとともに、区役所内の連携

強化を進めるため、現在、鳳保健文化センター（西区鳳南町４丁４４４－１）内にあ

る西保健センターを下記のとおり、西区役所庁舎内に移転整備します。 

 

記 

 

１．事業名 

    西保健センター移転事業 

 

２．事業概要 

   西区役所外に移転予定（平成３０年１月予定）の西市税事務所の執務室（２階）な

ど、西区役所庁舎内を改修します。そのうえで、西区役所各課の再配置を行うことに

より、スペースを生み出し、西保健センターを移転整備するものです。 

 

３．スケジュール（予定） 

  平成２９年度    西保健センター移転実施設計 

  平成３０～３２年度 西区役所庁舎内改修工事（断続的に実施します） 

            順次、西区役所各課を再配置 

  平成３２年度    西保健センター移転 

 

４．平成２９年度当初予算額           ２５，２００千円   

             新規          （２５，２００千円） 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 健康福祉局 長寿社会部 高齢施策推進課 

直 通 ０７２－２２８－８３４７ 

内 線 ３２２０・３２０６ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－８９１８ 

 

 

「さかい高齢者運転免許自主返納サポート事業」について 

～長寿の安全、みんなの安心～ 

 

堺市では、後期高齢者の自動車運転による事故を未然に防ぎ、家族の安心とともに、市民

全体の安全・安心に資するため、さかい高齢者運転免許自主返納サポート事業を実施します。 

後期高齢者による運転免許の自主返納の促進を通じて、「長寿の安全、みんなの安心」を

推進します。 

 

記 

 

１．事業概要 

運転免許を自主返納された後期高齢者からの申請に基づき、堺市独自の特典としてタク

シー利用券を進呈することで、後期高齢者の運転免許の自主返納を促進します。 

 

２．平成２９年度当初予算額       ７，９６０千円 

新規      （ ７，９６０千円） 
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 （警察庁交通局「平成 27 年度 年齢層別免許保有者 10 万人当たり交通事故件数」調べ

より抜粋） 

 
後期高齢者 

運転免許自主返納者 
各警察署 

運転免許試験場 

運転免許返納の申請 

○「申請による運転免許の 

取消通知書」（無料） 

希望者のみ 

○「運転経歴証明書」（1,000 円手数料） 
○支給申請書 

○「申請による運転免許の取り消し通知書」

写し 

または、「運転免許経歴証明書」写し 

【申請に必要な書類】 

○支給申請書 

○「申請による運転免許の取消通知書」写し 

または 

「運転経歴証明書」写し 

【返納場所】 

 
タクシー500 円分利用券 12 枚 進呈 

 

さかい高齢者運転免許自主返納サポート事業 

後期高齢者の運転免許自主返納者 

さかい高齢者運転免許自主返納サポート事務局 
高齢施策推進課 

審査 

511  
598  

662  
740  

811  

0

200

400

600

800

1,000

65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85歳以上 

（件） 年齢層別免許保有者10万人当たり交通事故件数 

33.4% 66.6% 
高齢者の事故 

のうちの割合 

【参考】 65歳～74歳人口 122,607人     75歳以上人口 105,710人 （H28.12時点） 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 健康福祉局 長寿社会部 高齢施策推進課 

直 通 ０７２－２２８－８３４７ 

内 線 ３２２０・７２７０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－８９１８ 

 

「新しい総合事業の実施」について 

 

堺市では、介護保険法の改正に伴い、平成２９年４月から新しい総合事業（介護予防・日

常生活支援総合事業）を実施します。 

 

記 

 

１．事業概要 

要支援認定者を対象とした「訪問介護」「通所介護」を全国一律の介護予防給付から堺

市独自の事業に移行します。 

 （１）介護予防訪問サービス 

現行の訪問介護と同じサービスで、ヘルパーによる身体介護と生活援助を提供します。 

 （２）担い手登録型訪問サービス 

   従事者の要件を緩和し、市の定める研修を修了した方による生活援助を提供します。 

 （３）介護予防通所サービス 

   現行の通所介護と同じサービスで、デイサービスセンターで、専門職による日常生活 

上の支援や機能訓練、送迎を提供します。 

（４）担い手登録型通所サービス 

  従事者の要件を緩和し、専門職の配置は不要で、運動、レクリエーション、通いの場

などの多様なサービスを提供します。 

（５）短期集中通所サービス 

機能訓練指導員などによる、短期間（３か月）の機能訓練を提供します。 

 

２．平成２９年度当初予算額      ３，７９６，３４５千円 

新規      （３，７９６，３４５千円） 
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堺市介護予防・日常生活支援総合事業
（新しい総合事業）のご案内

介護保険法改正により平成29年4月から
要支援1～2の訪問介護と通所介護に

新サービスが加わります！

①訪問介護は「介護予防訪問サービス」、通所介護は「介護予防通所サービス」と名称が変わります。
②新サービスとして「担い手登録型訪問サービス」「担い手登録型通所サービス」「短期集中通所
サービス」が始まります。

※現在、要支援1～2で訪問介護・通所介護を利用している方は、引き続き同じサービスを利用できます。
※「介護給付（要介護1～5）」と「介護予防給付（要支援1～2）のうち訪問看護、福祉用具等」に変更はありません。

介護給付（要介護1～5）

介護予防給付（要支援1～2）
訪問看護、福祉用具等

訪問介護、通所介護

介護給付（要介護1～5）

介護予防給付（要支援1～2）

堺市介護予防・日常生活支援総合事業
（要支援1～2 等）

堺市介護予防・日常生活支援総合事業

訪問看護、福祉用具等

訪問型サービス、通所型サービス

改正前と同様

移行

名　　称 内　　容 サービス費用の
めやす

自己負担のめやす
※所得により異なる

介護予防
訪問サービス

担い手登録型
訪問サービス

現行の訪問介護と同じサービス。
ヘルパーによる身体介護と生活援助を提供。

従事者の要件を緩和し、市の定める研修を修了
した方による生活援助を提供。

改正前と同様

2,846円
（1回あたり）

284円
（1回あたり）

3,950円
（1回あたり）

395円
（1回あたり）

1,412円
（1回あたり）

200円
（1回あたり）

2,967円
（1回あたり）

350円
（1回あたり）

2,476円
（1回あたり）

300円
（1回あたり）

介護予防
通所サービス

担い手登録型
通所サービス

現行の通所介護と同じサービス。
デイサービスセンターで、専門職による日常生活
上の支援や機能訓練、送迎を提供。

従事者の要件を緩和し、専門職の配置は不要で、
運動、レクリエーション、通いの場などの多様な
サービスを提供。

短期集中
通所サービス

機能訓練指導員などによる、短期間（3か月）
の機能訓練を提供。

訪
問
型
サ
ー
ビ
ス

通
所
型
サ
ー
ビ
ス

堺市 健康福祉局 長寿社会部 高齢施策推進課

新

新

新
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介護サービスをはじめて利用される方の流れ

要介護・要支援認定申請要介護認定非該当の方
（判定結果が「自立」の方）

介護予防のための
生活機能の低下の把握
（基本チェックリスト）

要介護1～5

介護給付介護予防給付訪問型サービス

通所型サービス

一般介護予防事業

生活機能の低下が
中・重度で

介護サービスが適切な方

要支援1・2
生活機能の低下が
軽く、改善する
可能性の高い方

運動・認知症
予防教室 など

訪問看護、
福祉用具など

介護予防訪問サービス
担い手登録型訪問サービス

介護予防通所サービス
担い手登録型通所サービス
短期集中通所サービス※

訪問介護、通所介護、
訪問看護、福祉用具、
施設入所 など

生活機能の
低下が
見られる方

生活機能の
低下が

見られない方

※現行の利用の流れと変更はありません。

認定調査

介護認定審査会の審査判定

主治医意見書

高齢者

地域包括支援センターによる
介護予防ケアプラン作成

ケアマネジャーによる
ケアプラン作成

堺市健康福祉局 長寿社会部 高齢施策推進課
〒590-0078 堺市堺区南瓦町３番１号　電話072－228－8347　FAX072－228－8918

問い合わせ

定申請

地

不安のある方

ケア

元気な方

知症
室 など

※非該当の方で、生活機能の低下が見られる場合は
　短期集中通所サービスを利用することができます。
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 健康福祉局 長寿社会部 高齢施策推進課 

直 通 ０７２－２２８－８３４７ 

内 線 ３２２０・７２７０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－８９１８ 

 

「高齢者の自立支援の推進」について 

～毎日の“あたりまえ”をもう一度～ 

 

堺市では、平成２９年４月からの新しい総合事業（介護予防・日常生活支援総合事業）の

実施と合わせて、高齢者の自立支援を推進し、「いつまでも元気で毎日の生活が送れる」よ

う、下記の事業を実施します。 

 

記 

 

１．介護予防ケアマネジメント検討会議の開催（拡充） 

ケアマネジャーが要支援者の自立支援につながるケアマネジメントを実施できるよう

支援するため、理学療法士等のリハビリ専門職が助言等を行う介護予防ケアマネジメント

検討会議を開催します。 

 

２．介護予防の普及啓発 

関西大学と共同開発した認知症予防体操「堺コッカラ体操」をはじめ、介護予防を普及

啓発します。 

 

３．生活支援サービスの体制整備（拡充） 

介護予防に資する住民主体の通いの場を高齢者の身近なところに創設するため、地域資

源を探し、つなぎ、生かす、生活支援コーディネーター配置事業のモデル対象地域を拡大

します。 

 

４．平成２９年度当初予算額         ８４，６０６千円 

拡充         （３９，２１８千円） 
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高齢者の自立支援の促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＳＴＥＰ１ 「介護予防・日常生活支援総合事業（新しい総合事業）」の実施 

◇前年度の議論を経て平成 29年 4月から移行 

・要支援1～2の方に対する介護予防給付を堺市独自事業へ移行 

・元気な高齢者もサービス提供に参加して自身の介護予防につながる 

⇒不足するプロの介護人材を、今後増加する重度の要介護者の介護へシフト 

    ・「堺コッカラ体操」など一般介護予防の普及促進 

 

ＳＴＥＰ２ 「介護予防ケアマネジメント検討会議」の開催 

      ◇国のモデル市に指定され平成 29年 2月からモデル実施 

・要支援者の方のケアプランから抽出したケースを対象に実施 

・リハビリ職など専門職が参加し高齢者の自立支援につながるケアプランを検討 

⇒大分県では高齢者数の増加にも関わらず要支援者への給付費は減少する効果 

 

ＳＴＥＰ３ 「生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）」のモデル配置 

◇前年度のモデル実施に続き平成 29年 4月からモデル対象圏域を拡大 

・高齢者が歩いて通える「集いの場」を日常生活圏域に創設 

・地域住民が主体となって介護予防を行う「集いの場」としていく 

・校区福祉委員会や地域のボランティア活動、社会福祉法人の社会貢献などと協働 

⇒STEP2で自立した高齢者が再び要介護状態になることを防ぐことにも活用 

 

１．少子高齢化の問題は堺市においても大きく影響すると推計 

  ・後期高齢者人口が1.4倍に増加（H27：9.6万人→H37：13.8万人） 

  ・要介護等認定者数が1.4倍に増加（H27：4.9万人→H37：6.6万人） 

  ・介護保険事業費が1.7倍に増加（H27：650億円→H27：1,078億円） 

２．国の介護保険制度の改正において「地域包括ケアシステム」の構築を推進 

  ・市町村の実施する地域支援事業を充実 →地域の実情に応じた高齢者施策が可能 

  ・これまで全国一律だった要支援者への予防給付が市町村事業に移行（新しい総合事業） 

【背景】「2025 年問題」への対応 

堺市の高齢者の元気・自立を支援する３つの施策ステップ 
持続可能な介護保険制度とするための施策体系の構築 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 健康福祉局 長寿社会部 高齢施策推進課 

直 通 ０７２－２２８－８３４７ 

内 線 ３２２０・３２０６ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－８９１８ 

 

 

「在宅医療・介護連携支援センターの設置」について 

～支えます 長寿の暮らし ひとつになった医療と介護～ 

 

堺市では、「ひとつになった医療と介護」をめざし、医療と介護の両方を必要とする高齢

者が安心して地域で暮らせるよう、在宅医療・介護関係者の連携を支援する在宅医療・介護

連携支援センターを設置します。 

 

記 

 

１．事業概要 

 高齢者が、退院後も在宅医療や介護サービスを途切れることなく受けることができるよう、

在宅医療・介護連携支援センターにおいて、医療機関や介護事業者からの相談に対し情報  

提供等を行い、退院しても在宅で安心して過ごすための支援を実施します。 

 

 

２．平成２９年度当初予算額      １０，５９２千円 

新規      （１０，５９２千円） 
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在宅医療・介護連携支援センターの設置について 
～退院しても在宅で安心して過ごすために～ 

在宅医療・介護連携支援センター 

【目的】 

高齢者が、退院後も在宅医療や介護サービスを途切れ
ることなく受けることができるよう、医療機関や介護
事業者からの相談に対する支援や情報提供等を行う 
センター機能を有することで、在宅で安全・安心に 
過ごしていただくことをめざす。             
 
【業務内容】 

在宅医療・介護の連携の推進、相談支援、調整など 
①在宅医療・介護連携に関する医療・介護関係者、 
 地域包括支援センター及び行政機関からの相談支援 
②退院の際の地域医療関係者と介護関係者の連携調整 
 特に、退院支援ルールが整備されていない地域に 
 おける、医療機関から在宅への円滑な移行が困難な  
 事例について、医療・介護の関係者に対して調整 
 支援を行う。 
③地域の医療機関・介護事業者相互の紹介 
 
【配置員】 

○医療・介護保険の知識を有する看護師または保健師 
○診療報酬や事務手続き等の知識を有する事務職員 
 
 

在宅医療・介護支援者 

支援 

相談 

診療所 

病院 歯科医師 

歯科衛生士 

管理栄養士 

訪問看護ステーション 

薬剤師 

ケアマネジャー 

特養・老健 

有料老人ホーム・サ高住 

介護職等 

地域包括支援
センター 

リハビリ職 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 健康福祉局 長寿社会部 高齢施策推進課 

直 通 ０７２－２２８－８３４７ 

内 線 ３２２０・７２７０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－８９１８ 

 

「ダブルケアの方に対する支援」について 

 

堺市では、「安心して子育てと介護ができるまち堺」をめざし、子育てと介護の両方を担

うダブルケアの方を支援するための取組みとして、下記の事業を実施します。 

 

記 

 

１．ダブルケアの方の相談窓口の設置 

ダブルケアの方の相談窓口を、各区役所内にある基幹型包括支援センターに引き続き

設置し、必要なサービスや専門機関へと結びつける支援を実施します。 

 

２．短期入所事業を実施 

ダブルケアの方が介護をしている高齢者が、市内の特別養護老人ホーム等へ短期入所

できる事業を実施します。 

 

３．堺市独自の特別養護老人ホーム入所基準を策定 

堺市独自の特別養護老人ホーム入所基準を策定し、ダブルケアの方が介護をしている

高齢者が、特別養護老人ホームに入所する際の基準を見直します。 

 

４．平成２９年度当初予算額     １，２４８千円 

拡充       （１，２４８千円） 
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ダブルケアの方に対する支援 

 

支援を必要とする背景 

・晩婚化や出産年齢の高齢化に加え家族構成の変化などを背景に、子育てと親の介護を

同時にしなければならない世帯（ダブルケア）の問題が指摘されるようになっている。 

・介護を理由とする離職者は、近年毎年 10万人前後発生し、国も『介護離職者ゼロ施策』

を展開している。 

・内閣府は全国で 25万 3,000人がダブルケアに直面すると推計。 

堺市の人口割りにすると 1700人と推計。 

 

○ダブルケアの方の相談窓口の設置 

 子育てと介護の両方を担う方の相談窓口「ダブルケア専用相談窓口」を、各区役所内に

ある基幹型包括支援センター設置することで、必要なサービスや専門機関へと結びつける

支援を平成 28年 10月より実施しています。 

  

名称 所在地 電話 ＦＡＸ 

堺基幹型包括支援センター 堺区南瓦町 3-1（本館内） 072-228-7052 072-228-7058 

中基幹型包括支援センター 中区深井沢町 2470-7（中区役所内） 072-270-8268 072-270-8288 

東基幹型包括支援センター 東区日置荘原寺町 195-1（東区役所内） 072-287-8730 072-287-8740 

西基幹型包括支援センター 西区鳳東町 6丁 600（西区役所内） 072-275-0009 072-275-0140 

南基幹型包括支援センター 南区桃山台 1丁 1-1（南区役所内） 072-290-1866 072-290-1886 

北基幹型包括支援センター 北区新金岡町 5丁 1-4（北区役所内） 072-258-6886 072-258-8010 

美原基幹型包括支援センター 美原区黒山 167-1（美原区役所内） 072-361-1950 072-361-1960 

 

○短期入所事業（拡充） 

ダブルケアの方が体調不良等で一時的に介護ができなくなった場合、介護されている方

を一時的に特別養護老人ホーム等に入所していただく事業です。 

 （入所施設） 

   特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム 

 （入所の期間） 

   原則として年 30日以内 （ダブルケア以外の方の要件は年間 7日間以内） 

 

○特別養護入所基準の見直し（新規） 

ダブルケアの方が介護をしている堺市に居住する高齢者の方が、堺市内の特別養護老人

ホームに入所される際、要介護１・２の方の特例入所要件に加えるなど入所基準を見直し

ます。 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 健康福祉局 長寿社会部 高齢施策推進課 

 直 通 ０７２－２２８－８３４７ 

 内 線 ７２７０ 

 ＦＡＸ ０７２－２２８－８９１８ 

担当課 産業振興局 商工労働部 産業政策課 

直 通 ０７２－２２８－７６２９ 

内 線 ３５０７ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－８８１６ 

担当課 建築都市局 ニュータウン地域再生室 

 直 通 ０７２－２２８－７５３０ 

 内 線 ５６１０ 

 ＦＡＸ ０７２－２２８－８４６８ 

 

 

「高齢者による起業等への支援」について 

～応援します！シニアのチャレンジと生きがいづくり～ 

 

 堺市では、高齢者による起業や、地域福祉の増進に資する事業の立ち上げなどのため

の支援事業を実施し、高齢者が生きがいをもって社会とつながる「新しいチャレンジ」

等を応援します。 
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記 

 

１．事業名    

・高齢者による起業等支援事業 

・コミュニティビジネス進出支援事業（みらいチャレンジ枠）【再掲】 

・シニアビジネス促進事業 

 

２．事業概要  

    ・高齢者による起業等支援事業 

高齢者が、社会参加を通じていつまでも生きがいのある生活を送れるよう、

生活支援サービスなど地域福祉の増進に繋がる事業に新たに参入する事業

者に対し、法人設立や事業立ち上げ等に要する経費を補助 

 

    ・コミュニティビジネス進出支援事業（みらいチャレンジ枠） 

中小企業や起業家等がコミュニティビジネスへの進出時に必要な経費を 

補助する事業において、新たに『みらいチャレンジ枠』を設け、泉北    

ニュータウンで、アクティブシニアの活躍や、高齢者が快適に暮らせるまち

づくりに資するビジネスに進出する場合には、補助率を拡充 

 

・シニアビジネス促進事業 

 泉北ニュータウンにおいて、高齢者を対象としたビジネス分野における起業

を考えているニュータウン在住者等を対象にセミナーや相談会を実施 

 

３．平成２９年度当初予算額     ４，０００千円 

新規    （４，０００千円） 
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高齢者が地域で活躍し、快適に暮らせるまちをめざした取り組み  
～高齢者による起業等への支援～ 

【目的】 

 ＊高齢者による起業や、地域福祉の増進に資する事業の立ち上げなどを支援することで、 

   高齢者が元気に生きがいをもち、快適に暮らせるまちづくりをめざす 

【実施事業】 
 
 ○高齢者による起業等支援事業   (高齢施策推進課） 
   
   高齢者の生活支援サービスなど、地域福祉の増進につながる事業を新たに行うものを対象に 
   法人設立に要する経費や事業立ち上げ経費等を補助 
   1事業あたり限度200千円×10件＝2,000千円  
 
 ○コミュニティビジネス進出支援事業 『みらいチャレンジ枠』 （産業政策課） 
 
   中小企業や起業家等が、泉北ニュータウンにおいて、アクティブシニアの活躍や高齢者が快適に 
   暮らせるまちづくりに資するビジネスへ進出する場合は、『みらいチャレンジ枠』として補助率を2/3に拡充 
    【一般枠：補助率 1/2 ⇒ みらいチャレンジ枠：補助率 2/3】  
 
 ○シニアビジネス促進事業 （ニュータウン地域再生室） 
   
   泉北ニュータウンにおいて、高齢者を対象としたビジネス分野における起業を考えている 
   ニュータウン在住者等を対象に、セミナーや相談会を実施 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 健康福祉局 健康部 こころの健康センター 

直 通 ０７２－２４５－９１９２ 

ＦＡＸ ０７２－２４１－０００５ 

 

「ひきこもり地域支援センター運営事業」について 

 

堺市では、ひきこもり対策を推進するための体制を整備し、ひきこもり本人や家族等を

支援することにより、ひきこもり本人の自立を推進し、本人及び家族等の福祉の推進を図

るため、ひきこもり地域支援センター運営事業を拡充します。 

 

記 

 

  １．事業名 

     ひきこもり地域支援センター運営事業 

 

  ２．事業概要 

・ひきこもりサポーターの養成研修及び派遣の実施（拡充） 

ひきこもりサポーター派遣回数 平成 28年度 276 回 → 平成 29年度 454 回 

・ひきこもり支援コーディネーターを配置し、ひきこもり専用相談電話等により本人

や家族等を対象とした相談・自立支援を行うと共に、普及啓発や情報発信を実施 

 

３．平成２９年度当初予算額     １１，１５１千円  

拡充     （５２５千円） 
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堺市こころの健康センター（ひきこもり地域支援センター）における 

ひきこもり相談支援の流れ 

家族の相談 

本人の相談 
（個別支援） 

グループワーク等 
集団支援の利用 

その他の活動 
（学校・職業訓練・
就労・ボランティア

など） 

家族教室の利用 
精神科医の講座、 
コミュニケーション 
講座、体験談 など 

グループ利用 
年間約110回 
延べ850人 

ユース・ピアサポーター活動 
（ボランティア） 

ひきこもり支援の協力、 
体験談発表 など 個別相談 

年間 
約4800件 

（家族・ 
本人等） 小さい変化を積み重ねる 

（緩やかなリハビリ） 
堺市こころの健康センターのひきこもり事業の内容について詳しくはこちらの報告書をご覧ください 

「ひきこもり地域支援センター設置運営事業に関する調査報告書」 http://www.mhlw.go.jp/iken/after-service-vol22.html  
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堺市こころの健康センター（ひきこもり地域支援センター）における 

相談件数が増加している 

延べ約4,800件  実数 約360人 （平成27年度実績より） 

堺市こころの健康センターひきこもり相談実績（延べ数） 

ひきこもり地域支援 
センター開設 

約4倍 

来所面接、家庭訪問、
所外同行、電話、メール、
手紙などの合計 
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堺市こころの健康センターのひきこもりグループワークの利用者が 

社会参加に繋がる 

就労 47%

就学、就労準備、

ボランティア 24%

デイケア・居場所
2%

社会参加なし
27%

「社会参加あり」72.6％ 
就労は46.8％ 

「社会参加なし」27.4％ 

※ H24.4～H27.3（3年間）の利用者における 
H27.12までの転帰分析より 

グループワーク利用者の主な転帰の割合 （N=62） 

30



ひきこもりのピアサポーターを活用した 

ひきこもりグループワーク事業の強化 

ひきこもり相談の利用を経て、社会参加を 
目指しているが就労等に至っていない層 
（就職活動やボランティア活動等をしている） 

元ひきこもり者を対象に養成講座を実施 養成講座の実施 
（ユース・ピアサポーター養成講座） 

ピアサポーターによる企画ミーティング 

ピアサポーターによるグループワークの開催 

   内容：ひきこもり支援とは？／ピアサポー
ターとは？／セルフケアについて／グ
ループワークの手法 など 

登録 

   ・サポーターが集まり、ひきこもり
者を対象としたグループワークを
企画 

   ・ひきこもり体験のある当事者の
視点を生かした企画を作る 

   ・サポーターがグループワークを運営し、ひ
きこもり相談利用者が参加する 

   ・ピアサポート（仲間による支援）の効果に
より、ひきこもり者の社会参加を促進 

   ・サポーターは、ボランティア体験を経て、
就労等の社会参加へ 

 よりバラエティに富んだ内容のプログラムができる／マンパワー不足の解消 

 ピアサポート効果／サポーター自身もより元気に 

現在15名が活動中！（平成29年1月現在） 
H27年度までにGW30回実施のほか、体験談発表や個別支援の補助活動も行った 

ひきこもり当事者によるピア活動を目的としたひきこもりサポーター養成派遣事業（2016）より ※H25～27年度の実績 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 健康福祉局 障害福祉部 障害施策推進課 

直 通 ０７２－２２８－７８１８ 

内 線 ３２３０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－８９１８ 

担当課 議会事務局 議事課 

直 通 ０７２－２２８－７８１２ 

内 線 ７１２０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７８８１ 

 

気持ちがつながる、みんなの手話とコミュニケーション 

～「手話言語・コミュニケーション条例普及啓発等事業」について～ 

 

堺市では、「堺市手話言語の普及及び障害者のコミュニケーション手段の利用を促進する

条例」の制定に伴い、市民等への手話の普及啓発や障害者のコミュニケーション手段の利用

促進を図るための取り組みを実施します。 

 

記 

  

１．事業名 

   手話言語・コミュニケーション条例普及啓発等事業 

２．事業概要 

・障害者が市政に関する情報を速やかに取得することができるよう市長記者会見の動画に

手話と字幕を挿入します。（健康福祉局）【新規】 

・手話の理解促進のため市民・職員を対象にした手話講座を開催します。 

（健康福祉局）【新規】 

・広く市民等に障害者の多様なコミュニケーション手段を啓発するためシンポジウムの 

開催やパンフレット等の発行を行います。（健康福祉局）【新規】 

・障害者への議会情報の提供を保障するため、議会における傍聴者への手話通訳者・要約

筆記者の派遣を拡充します。（議会事務局）【拡充】 

 ３．平成２９年度当初予算額      ６，３７１千円 

            新規     （３，７６１千円） 健康福祉局 

            拡充     （２，６１０千円） 議会事務局 
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「手話言語・コミュニケーション条例」普及啓発等事業について 
■目的 

 平成２９年４月施行の「堺市手話言語の普及及び障害者のコミュニ

ケーション手段の利用を促進する条例」に関して、市民等への手話の

普及啓発や障害者のコミュニケーション手段の利用促進を図る。 

 

■平成２９年度予算 

・当初予算額 3761 千円 

・予算内容 市長記者会見動画に係る手話通訳者・要約筆記者等謝 

礼金、シンポジウム等開催費、パンフレット作成費等 

                             

■背景 

・「障害者基本法」（平成 23 年 8 月改正）及び「障害者の権利に関 

する条約」（平成 26 年 1 月批准）において「手話が言語であること」、 

「障害者の情報取得とコミュニケーション手段の利用機会の確保」 

が規定されている。 

・第４次堺市障害者長期計画において情報提供の充実における施策の

取組方向として①全ての障害者への情報提供の保障、②視覚・聴覚

障害者への情報支援機能の充実、③コミュニケーション支援を担う

人材の育成を定めている。 

  

■事業概要 

○市民等への手話の普及啓発や障害者のコミュニケーション手段の

利用促進を図るための取組を行う。 

１．障害者が市政に関する情報を速やかに取得することができるよう

市長記者会見の動画に手話・字幕を挿入し、情報保障の充実を図る。 

２．手話の理解促進のため、市民及び職員を対象とした手話講座の開

催を行う。 

３．広く市民等に障害者の多様なコミュニケーション手段を啓発す 

るためシンポジウムの開催やパンフレット等の発行を行う。 

■今後の方向性 

・条例制定に伴い、手話を普及し、障害者のコミュニケーション手段

の利用を促進するための施策を推進する。 

・具体的な方針である「施策の推進方針」を定め、実効性のある取組

を進めていく。 

○施策の推進方針 

施策の推進方針は、障害者長期計画や障害福祉計画と調和のとれた

ものとし、策定の際には、障害当事者や外部有識者等から意見を聴

取する。 

 

■スケジュール 

【平成 29 年度】 

・4 月 条例施行 

・施策の推進方針の策定（障害当事者・外部有識者等から意見聴取） 

・施策の実施 

 

 【平成 30 年度】 

・施策の実施状況の確認（障害当事者・外部有識者等から意見聴取） 

 

 

 
堺市手話言語の普及及び障害者のコミュニケーション手段の利用を促進する条例 

◆手話を言語として位置づけ、市民等に対する手話の理解と普及を図るとともに、手話だけでなく多様なコミュニケーション手段を 

広く普及し、幅広く障害者の情報取得やコミュニケーション手段の利用促進を図ることにより、障害のある人もない人も互いを尊重し、 

共に生きる社会を実現するためことを目的とする 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 健康福祉局 障害福祉部 障害者支援課 

直 通 ０７２－２２８－７５１０ 

内 線 ３１６０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－８９１８ 

 

「緊急時対応事業」について 

 

堺市では、障害者の地域生活支援を推進する観点から、在宅障害者と家族が地域で安心し

て暮らせる緊急時対応システムを構築することにより、「障害者と家族の暮らしに安心を！」

担保することを目的とした事業を実施します。 

 

記 

 

  １．事業名 

    緊急時対応事業 

 

  ２．事業概要 

    介護者の緊急時に介護を受けられなくなる障害者を対象に、事前に緊急時の対応を

希望する法人の短期入所事業所へ登録を行い、当該法人の夜間・休日祝日のコールセ

ンターへ連絡することにより、短期入所事業所の受け入れに係るコーディネートや必

要に応じて現場への支援員派遣による支援を受けることができる仕組みを構築しま

す。 

 

３．平成２９年度当初予算額     １３，３９５千円 

新規    （１３，３９５千円） 
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緊急時対応事業【イメージ案】 
 

■背景 

１ マスタープラン後期実施計画及び第４期障害福祉計画において、平成２９年度末までに地域生活支援拠点等を整備することを謳っている。 

２ 国が求める地域生活支援拠点等の整備に必要な５つの機能     

① 「相談」、②「体験の機会・場」、③「緊急時の受け入れ・対応」、④「専門的人材の確保・養成」、⑤「地域の体制づくり」 

３ 本事業は、夜間・休日祝日に介護者が障害者を介護することができなくなった③「緊急時の受け入れ・対応」機能の充実・強化を図るもの。 

  ※平成２６年１２月より、夜間・休日等の介護者の緊急時に短期入所利用に係るコーディネートを行う「安心コールセンター事業」を実施。 

現場へ支援員を派遣して対応や移送を行う機能の整備が課題。 

■スキーム 

   市内の各短期入所事業所に夜間・休日祝日のコールセンターを設置し、事前登録した介護者が障害者を介護することができなくなった緊急時の 

相談対応やコーディネートを行い、短期入所事業所での受け入れや必要に応じて現場へ緊急時支援員（日中活動系職員等）を派遣して対応や 

短期入所事業所等への移送などを行うとともに、専門相談機関が本事業の中核となり、各法人のみでは対応困難な事例に対する対応や 

コーディネートなどのバックアップや情報の集約、総合調整を行うことで、夜間・休日祝日における介護者の「緊急時の受け入れ・対応」機能を 

整備するもの。 

 

【緊急時対応事業（イメージ図）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■機能概要 

【各法人（短期入所を運営する法人）が担う機能】 

◆「(1)事前登録受付機能」 

 ・事前登録の受付事務 

◆「(2)夜間・休日祝日緊急時相談コールセンター機能』 

・短期入所利用のコーディネート 

・緊急時支援員派遣（利用者対応や移送など）のコーディネート 

◆「(3)緊急時受け入れ機能」 

  ・既存の短期入所事業所において受け入れを行う      

◆「(4)緊急時支援員派遣機能」（複数体制を前提） 

 ・緊急時支援員の派遣による支援 

   （利用者対応や移送など） 

 

【専門相談機関が担う機能】 

◆「(5)バックアップ機能」 

 ・各法人のみでは対応困難な事例に対する対応やコーディネートなどのバックアップ 

◆「(6)情報集約・総合調整機能」 

・各法人の緊急時対応に係る事例や情報の集約・分析 

・各法人の支援、対応方法の標準化、連携強化などの総合調整 

・請求支払事務等の統括、事業の周知啓発 

 

 

 

 

 

 

(3)緊急時受け入れ 

 

介護者 

 夜間・休日祝日緊急時相談 

コールセンター 

（短期入所事業所） 

専門相談機関 

(2)コーディネート 

(4)派遣 

（現場対応・移送） 

 

(2)緊急時相談 

 緊急時支援員 

(日中活動系 

事業所職員) 

 

 

 

(5)バックアップ 

(6)情報集約・総合調整 

 

(2)コーディネート 

(1)事前登録 

●●● 

 

●●● 

コールセンター 

（短期入所事業所） 

 

緊急時支援員 

●●● 

●●● 

 

 

 
コールセンター 

（短期入所事業所） 

 

緊急時支援員 

介護者 

  

介護者 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 産業振興局商工労働部雇用推進課 

直 通 ０７２－２２８－７４０４ 

内 線 ３５５０・３５５５ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－８８１６ 

 

～「堺で働く」「未来見つける」を応援する総合拠点～ 

「さかいＪＯＢステーション事業」について 
 

堺市では、若者や女性の就職を支援する拠点施設「さかいＪＯＢステーション」を、平成

２９年７月に現在地（南海高野線堺東駅前）からサンスクエア堺（JR 阪和線堺市駅前）内

へ移転し、若年失業者、学生、フリーター等の若年者全般と再就職をめざす女性の就職支

援及び市内企業の採用、就業者の人材育成や定着の支援を総合的に実施します。 

 

記 

１．事業名 

さかいＪＯＢステーション事業 

 

２．事業内容 

（１）ＪＯＢカフェＳＡＫＡＩ（１５～３９歳の若年者対象） 

   キャリアカウンセリングや応募書類の書き方、面接対策、社会人基礎力向上講座のほ

か、安定就労を促進するため就業者の定着支援の相談やセミナー等を実施。 

  

（２）女性しごとプラザ（全年齢の女性対象） 

   女性の就労支援のため、求職者の就職活動状況に応じたキャリアカウンセリングやパ

ソコンセミナー、接遇マナー研修など就職活動に役立つ講座のほか職場定着支援を実施。 

 

（３）企業人材マッチング支援プラザ（市内事業所の人事担当者対象） 

   若者や女性の採用を希望する求人企業の開拓や、企業情報の提供による魅力発信、企

業と求職者の交流イベント・面接会のほか、人材確保支援や定着支援のためのセミナー

を開催。 

 

３．平成２９年度当初予算額      １０６，０４４千円 
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■さかいJOBステーションの概要 

 
 

■目的 若年失業者、学生、年長フリーター等の若年求職者を早期に就職に 
    結びつけること。 
    企業で長く活躍できるための社会人基礎力の習得を支援すること。 
■対象 15歳～39歳までの若年求職者 

 
 

 
■目的 出産、育児等で離職し早期に再就職をめざす女性や転職をめざす女性    
    に対し、個々の環境に合わせた働き方を一緒に考えていく。 
■対象  全年齢の女性 

 

■目的 泉北ニュータウン地域をはじめ堺市南地域の住民の利便性向上のため 
    の就職支援拠点とすること。     
■対象  15歳～39歳までの若年求職者及び全年齢の女性 

 
 
                       ■目的 市内企業の経営力強化のための人材確保支援  

       人材育成支援・定着支援により、「人が育つ」「人が辞めない」    
                           「人が集まる」企業への発展を図る。 
                       ■対象 堺市内の事業所 
 
 

さ
か
い
Ｊ
Ｏ
Ｂ
ス
テ
ー
シ
ョ
ン 

○若年失業者、学生、年長フリーター等の若年者と再就職をめざす女性の就職を総合的に支援する拠点施設 

○キャリアカウンセリングや応募書類の書き方、面接対策など社会人として必要な基礎的スキルを習得するための講座の 

  開催や就職支援に役立つ情報の提供のほか、求職者と市内中小企業とのマッチングや職場定着支援等を行っている。 
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堺市として取り組むべき主要な課題とその対応の方向 

 (1)堺市内企業の人材確保支援  

 ・オリジナル求人企業情報カードの掲示 

 ・企業交流会「Good JOB!! in さかい」や合同企業説明会への出展案内 

 ・市内産業・市内企業の魅力等の理解を深めるためのセミナーや職場見学会の開催 

 (2)堺市内企業の人材育成・定着支援 

 ・人材育成制度の構築や社内の相談体制整備を支援するためのセミナー開催 

 ・さかいJOBステーションサポーター企業の人事担当者や就業者に対する育成等に関する相談 

 

 
  

企業向けの主な支援 

(1)就職するためのスキル向上支援  

・専門のキャリアコンサルタントによる相談、社会人基礎力講座など 

(2)「堺で働く」ことを応援する企業との出会いを創出 

・さかいJOBステーションサポーター企業約1,300社によるオリジナル求人企業情報カードの掲示 

・企業交流会「Good JOB!! in さかい」の開催 

 ⇒ 少人数での企業説明会で企業と求職者の交流により相互理解を深め、ミスマッチを解消 

・ハローワークと連携した合同企業面接会、金融機関と連携した合同企業説明会など 

(３)就職後の定着支援  

・企業で必要な社会人基礎力向上のための講座 

・就業中の職場での悩み相談など 
  

【Good JOB !! In さかい】 

求職者向けの主な支援 

【オリジナル求人企業情報カードの掲示】 

■さかいJOBステーション事業概要 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 産業振興局商工労働部雇用推進課 

直 通 ０７２－２２８－７４０４ 

内 線 ３５５６ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－８８１６ 

 

「女性の活躍推進事業」について 
 

堺市では、経験と知識があるにもかかわらず、結婚、出産、育児、介護等の様々な事情で

退職した女性の再就職を後押しするとともに、女性が働きやすい労働環境の整備に取り組む

中小企業を支援するため、新たに「女性雇用促進等職場環境整備支援事業」を実施するなど、

女性の活躍を推進します。  

 

記 

 

１．事業名    

女性の活躍推進事業 

 

２．事業内容 

（１）女性雇用促進等職場環境整備支援事業（新規） 

女性の職域拡大や働きやすい職場づくりを推進するために、職場における労働環

境の改善に取り組む市内中小企業に対して整備費用の一部を補助します。 

（２）女性のキャリアブランク解消支援事業 

出産、育児、介護等により離職し、再就職をめざす女性を対象に、市内企業等で

の短期間のインターンシップとビジネスマナー等の座学を通じて、安心して仕事に

一歩踏み出せるよう支援します。    

（３）ワーク・ライフ・バランスセミナー及びコンサルタント派遣 

市内中小企業に対し、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の考え方

についての普及・啓発のため、セミナーやコンサルティング事業を実施します。  

（４）女性向けキャリア・アップセミナー 

市内事業所に勤務する女性社員を対象に、自己の能力開発や中核人材・女性管理

職の育成につながるキャリアプランニングの手法等を学ぶセミナーを開催します。 
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（５）ダイバーシティ経営戦略セミナー 

市内中小企業に対し、女性をはじめ多様な人材を積極的に活用するダイバー  

シティの基本的な考え方とその必要性や効果、具体的な取組事例を紹介するセミナ

ーを実施します。 

 

３．平成２９年度当初予算額      １５，１０９千円 

新規      （４，０６５千円） 

       債務負担行為      （１，０００千円） 
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女性の活躍推進事業                   
（新事業）堺市女性雇用促進等職場環境整備支援事業 

 

 

１市内企業におけるダイバーシティの取組と、働き方の改革 ワーク・ライフ・バランスの浸透について 
 （現状）生産年齢人口の減少が続く中、地域産業の持続的な発展のためには、潜在的な労働力である女性をはじめ、多様な人材の活用と定着 
     が求められている。 
 （対策）市内事業者に対し、国籍・性別・年齢等にかかわらず誰もが能力を発揮できる職場環境の構築に対する支援を行うとともに、長時間 
     労働の是正など、働き方の改革 ワーク・ライフ・バランスの推進に関する啓発を行う。 
 （具体的事業）①ダイバーシティ経営戦略セミナー ②ワーク・ライフ・バランスを考えるセミナー 
        ③ワーク・ライフ・バランス推進コンサルタント派遣 ④雇用関係助成金活用セミナー 
２女性のキャリアプラン確立とライフステージに応じた活躍支援について 
 （現状）女性が組織で活躍・貢献するには、キャリアビジョンに基づいたキャリアプランが重要である。また女性は、経験と知識があるにも 
     関わらず、結婚、出産、育児、介護等様々な事情で離職することが多い。 
 （事業）女性が能力を発揮するための意識づけや、女性のライフステージに応じた活躍支援を行う。 
 （具体的対策）①女性向けキャリア・アップセミナー ②女性のキャリアブランク解消支援事業 

 

市内企業における女性が働きやすい職場の環境整備に関する支援      

             （新事業）堺市女性雇用促進等職場環境整備支援事業 

職場における労働環境を支援することにより、女性の職域拡大や働きやすい職場づくりを推進する。 

現状・対策・具体的事業 

新事業内容等 

 

市内製造業等事業所において、女性専用トイレや休憩室が無いなど、女性の採用について、職場の環境整備が十分でない状況がある。 

女性の職域拡大に関するニーズ調査を実施 

補助対象要件：女性の職域を拡大し、就業促進を図るための職場環境整備であること 
       専用施設の設置、改設、増設又は、女性の就労に際しての安全対策であること 
       （例）トイレ、更衣室、洗面所、シャワールーム、ロッカー等 
補助率：対象経費の１／２（上限１００万円） 

41



 

 

 

堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 市民人権局 市民生活部 市民協働課  

直   通 072-228-7405 

内   線 3930 

F A X  072-228-0371 

担当課 堺区役所  自治推進課  

直 通 072-228-7082 

内 線 2780 

F A X  072-228-7844 

担当課 中区役所  自治推進課  

直 通 072-270-8154 

内 線 92-3100 

F A X  072-270-8101 

担当課 東区役所  自治推進課  

直 通 072-287-8122 

内 線 93-3100 

F A X  072-287-8113 

担当課 西区役所  自治推進課  

直 通 072-275-1902 

内 線   94-3100 

F A X  072-275-1915 

担当課 南区役所  自治推進課  

直 通   072-290-1803 

内 線   95-3100 

F A X   072-290-1814 

担当課 北区役所  自治推進課  

直 通   072-258-6779 

内 線   96-3101 

F A X   072-258-6817 

担当課 美原区役所 自治推進課 

直 通   072-363-9312 

内 線   98-3100 

F A X   072-361-1817 

 

「地域安全推進事業」について 

 

堺市では、犯罪のない安心して暮らせる良好な地域社会の実現をめざし、市民の

防犯意識を高めるための啓発活動や、防犯灯・街頭防犯カメラ設置補助制度の実施、

地域の自主防犯パトロール活動の育成支援を図るためのパトロール用品支給や青色防

犯パトロール車両譲渡、青色防犯パトロール活動補助制度などを実施しています。 

堺市内の全刑法犯の認知件数は平成 13 年をピークにおよそ 3 分の 1 にまで減少

しましたが、市民意識調査によりますと、市民の治安に対する不安感は依然とし

て高く、地域の安全に対する更なる施策の充実が求められているところです。 

平成 29 年度は、地域の犯罪情勢に即した犯罪抑止活動の推進、子どもや女性を狙っ

た犯罪の防止、市民の体感治安の向上などを目的とし、新たに下記の取組を実施し

ます。 
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記  

 

 １．事業名 

地域安全推進事業 

 

 ２．事業概要  

～ 地域の実情に即した安全対策の推進 ～ 

地域における防犯活動への支援について、区民まちづくり基金を財源とし、

安定的な事業実施を図るとともに、青パト修繕費用の補助金制度を新設するほ

か、区長の権限を拡充し、地域の防犯活動の実情に応じた、安全のための取組

みを推進します。 

 

～ 性暴力の被害者にも加害者にもならないために ～ 

  性暴力については、関心の低さや知識の乏しさが性暴力を見えにくくし、性

暴力を発生させてしまう原因のひとつでもあることをふまえ、若年層を対象に

性暴力の被害者にも加害者にもならないための啓発を、大学と連携して実施し

ます。 

 

～ 通勤・通学の帰り道にちょっと見守り活動 ～ 

電飾等による飾りつけを行った「パトロール自転車」をコミュニティサイク

ルのサイクルポートに配備し、希望者が帰宅時間を利用したパトロールを行う

ことにより、地域の防犯力を向上させる取組み等を実施します。 

 

３．平成２９年度当初予算額      １１３，５３５千円（本庁、７区合計） 

           新規      （３,９４０千円） 

                      拡充      （６,８２５千円） 

≪所管別予算額≫ 

本庁 ２１，９６０千円 

堺区 １１，９７５千円 

中区 １５，０６１千円 

東区  ９，５３７千円 

西区 １５，４３２千円 

南区 １６，４１７千円 

北区 １６，３５１千円 

美原区 ６，８０２千円 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 市民人権局 市民生活部 市民協働課 

直  通 072-228-7405 

内  線 3930 

F A X  072-228-0371 

担当課 堺区役所 自治推進課 

直 通 072-228-7082 

内 線 2780 

F A X  072-228-7844 

担当課 中区役所 自治推進課 

直 通 072-270-8154 

内 線 92-3100 

F A X  072-270-8101 

担当課 東区役所 自治推進課 

直 通 072-287-8122 

内 線 93-3100 

F A X  072-287-8113 

担当課 西区役所 自治推進課 

直 通 072-275-1902 

内 線  94-3100 

F A X  072-275-1915 

担当課 南区役所 自治推進課 

直 通  072-290-1803 

内 線  95-3100 

F A X   072-290-1814 

担当課 北区役所 自治推進課 

直 通  072-258-6779 

内 線  96-3101 

F A X   072-258-6817 

担当課 美原区役所 自治推進課 

直 通  072-363-9312 

内 線  98-3100 

F A X   072-361-1817 

 

「青色防犯パトロール車両修繕補助事業」について 

～青パト活動支援拡大～ 

 

堺市では、地域の青色防犯パトロール活動の育成支援を図るため、青色防犯パトロール車両

の譲渡、青色防犯パトロール活動補助制度などを実施しています。 

青色防犯パトロール活動は、子どもの登下校時や女性の夜間帰宅時の見守りなど、地域

に定着した活動となっており、犯罪抑止効果はもとより、市民の防犯意識の高揚や地域コ

ミュニティの活性化にもつながっています。 

現在、制度開始より１０年が経過し、パトロール車両の中には、故障が発生し、パトロ

ール団体の財政的な負担になるなど、地域の防犯パトロール活動に支障をきたすおそれが

でています。 

地域の防犯パトロール団体の負担を軽減し、継続的な青色防犯パトロール活動を支援す

るため、新たに下記の取り組みを開始します。 
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記 

 

 １．事業名   青色防犯パトロール車両修繕補助事業 

 

 

 ２．事業概要 

青色防犯パトロール活動を実践する団体の持続的な活動を支援するため、青色防犯パ

トロール車両の故障・修繕に対し、一定の補助を実施し、パトロール団体の負担を軽減

する。 

 

 

３．平成２９年度当初予算額      ３，９４０千円（７区合計） 

新規            (３,９４０千円) 

≪区別予算額≫  

堺区   ７４０千円 

中区   ６００千円 

東区   ２８０千円 

西区   ３６０千円 

南区 １，４６０千円 

北区   ３６０千円 

美原区  １４０千円 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 建設局 自転車まちづくり部 

自転車対策事務所 

直 通 ０７２－２５２－０５２５ 

ＦＡＸ ０７２－２５０－２５７０ 

 

「自転車等駐車場設置事業」について 

～自転車を利用しやすいまちをめざして～ 

 

「自転車のまち堺」として、「駐輪場を快適に!」を目標に、自転車等駐車場の整備及び利

便性の向上により、自転車等駐車場の利用率を向上させ、駅周辺における放置自転車等の解

消を目ざします。 

 

記 

  １．施策・事業名、施設名など 

   「中百舌鳥駅前西第３自転車等駐車場改築工事等」 

   「堺東駅前自転車等駐車場再整備等」 

   「浅香駅前代替自転車等駐車場整備工事等」 

   「諏訪ノ森駅前東第２代替自転車等駐車場整備工事等」 

 

  ２．事業概要、事業目的など 

    ・機能改善のため中百舌鳥駅前西第３自転車等駐車場の改築工事を実施       

・堺東駅周辺の駐輪環境向上を図るため、瓦町公園地下自転車等駐車場のサイクルス

テーション化及び短時間無料路上駐輪機の拡充等を実施 

・利便性を上げるため、駅近くに用地を確保し、浅香駅前代替自転車等駐車場の整備 

を実施 

・近隣の用地を確保し、諏訪ノ森駅前東第２代替自転車等駐車場の整備を実施 

    

３．平成２９年度当初予算額   ２１１，８０４千円 

拡充  （１７７，９９２千円） 

債務負担行為    （１５２，０００千円） 
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◆堺東駅前自転車等駐車場再整備等 
【目的】 
  ・堺東商店街周辺の放置自転車の解消 
【手段】 
  ・瓦町公園地下自転車等駐車場のサイクルステーション化【H30年度～】 

   （エントランスの設置（用地取得）、照明及びラック改修、コミュニティサイクルの移設等） 
  ・短時間無料路上駐輪機の拡充 
【効果】 
  ・放置自転車の改善、利用ニーズに合致した自転車等駐車場の適正配置 
   自転車利用者の利便性向上  

◆中百舌鳥駅前西第３自転車等駐車場改築工事等 
 【目的】 
  ・自転車収容台数の確保、踏切横断自転車台数の削減 
 【手段】 
  ・中百舌鳥駅前西第３自転車等駐車場改築工事 
   （バイコレーターの設置、防音性能の向上） 
 【効果】 
  ・自転車収容台数の充足 
  ・踏切の自転車過密状態解消による安全性向上 

イメージ図 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 危機管理室 危機管理課 

直 通 ０７２－２２８－７６０５ 

内 線 ４３１０ 

ＦＡＸ ０７２－２２２－７３３９ 

 

「危機管理体制整備事業」について 

 

堺市では、自然災害や各種危機事象から市民の生命、身体、財産を守り、暮らしの安全・

安心を確保するため、「災害リスクへの確かな備え」として、危機管理体制整備事業を実施

します。 

 

記 

 

１．事業名 

     危機管理体制整備事業 

 

２．事業概要 

   ・大規模災害時に外部からの応援を効率的に受け入れるための受援計画の策定 

   ・災害対策本部機能の強化のためのテレビ会議の導入やドローン活用の調査研究の

実施 

   ・情報発信力の強化のための美原区同報系アナログ防災行政無線デジタル化調査の

実施 

 

３．平成２９年度当初予算額        ９２，０４２千円 

             拡充       （１０，８４６千円） 

債務負担行為       （２１，０００千円） 
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危機管理体制整備事業について 

 

 

 

１ 趣  旨  

堺市に甚大な被害をもたらす自然災害や各種危機事象から市民の生命、身体、

財産を守り、暮らしの安全・安心を確保するため、「災害リスクへの確かな備え」

として、危機管理体制を整備し、災害対応の実践力を向上させる。 

 

 

２ 主な事業  

 (1) 受援計画の策定（予算額：4,994 千円） 

    大規模災害発生時に、他の行政機関や民間団体等からの支援を最大限活用

して適切な対応が行えるよう、事前に本市が支援を必要とする業務や応援受

入体制等を具体的に定め、指定都市間等で相互に共有できるようにする。 

 

(2) 災害対策本部へのテレビ会議の導入（予算額：5,205 千円） 

   市災害対策本部における正確で迅速な意思決定を行うため、市災害対策本

部、区災害対策本部、上下水道局、消防局間での情報伝達・共有や相互会話

を行えるよう、テレビ会議システムを導入する。 

 

(3) ドローン活用の調査研究（予算額：271 千円） 

   市民サービスの向上をめざし、ドローンの利活用について、国家戦略特区

や先駆的な取組みを行っている自治体等への視察を行うなど、関係部局が連携

して調査研究を行う。 

 

(4) 防災行政無線の整備（予算額：61,600 千円） 

   防災行政無線の機能（性能）向上のため、北区の移動系防災行政無線と水道

系防災行政無線の整備工事を行うとともに、美原区同報系アナログ防災行政無

線のデジタル化調査を実施する。 

 

別 紙 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

アスベスト対策の強化全般について 
公立幼保連携型認定こども園の 

外壁仕上塗材調査について 

担当課 危機管理室 危機管理課 

直 通 ０７２－２２８－７６０５ 

内 線 ４３１０ 

ＦＡＸ ０７２－２２２－７３３９ 

担当課 子ども青少年局 子育て支援部 

幼保運営課 

直 通 ０７２－２２８－７２３１ 

内 線 ３３８０・３３９０ 

ＦＡＸ ０７２－２２２－６９９７ 

市営住宅の外壁仕上塗材調査について 

担当課 建築都市局 住宅部 住宅管理課 

直 通 ０７２－２２８－８３４３ 

内 線 ５７２０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－８０３４ 

担当課 建築都市局 住宅部 住宅改良課 

直 通 ０７２－２２８－８１１３ 

内 線 ５７３０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－８０３４ 

教育文化センターの外壁仕上塗材調査について 小学校給食調理場の外壁仕上塗材調査について 

担当課 教育委員会事務局 学校教育部 

    教育センター 

直 通 ０７２－２７０－８１２０ 

ＦＡＸ ０７２－２７０－８１３０ 

担当課 教育委員会事務局 学校管理部 

    保健給食課 

直 通 ０７２－２２８－７４８９ 

内 線 ７７３０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７２５６ 

学校園の外壁仕上塗材調査について 廃園幼稚園の外壁仕上塗材調査について 

担当課 教育委員会事務局 学校管理部 施設課 

直 通 ０７２－２２８－７４８６ 

内 線 ７６１０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７４８７ 

担当課 教育委員会事務局 学校管理部 

    教育環境整備推進室 

直 通 ０７２－２２８－９２５５ 

内 線 ７６３０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７４８７ 

図書館の外壁仕上塗材調査について 
 

担当課 教育委員会事務局 中央図書館 総務課 

直 通 ０７２－２４４－８４０１ 

ＦＡＸ ０７２－２４４－３３２１ 
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「アスベスト対策の強化」について 

 

市所有建築物の確実なアスベスト対策実現のため、「専任体制によるアスベスト予防対策

の強化」等によるアスベスト飛散防止対策を行う。 

 

記 

 

１ 事業名 

     アスベスト対策の強化 

 

２ 事業概要 

・アスベスト対策に関する専任職員の配置など体制の強化を図る 

・日常的に修繕工事を伴う市所有建築物などについて、石綿含有建築用仕上塗材の 

使用の有無を事前に調査 

 

     【平成２９年度調査実施施設】 

 

       ・学校園（小学校給食調理場を含む） 

       ・中央図書館・美原図書館 

       ・教育文化センター 

       ・廃園幼稚園施設 

       ・市営住宅 

       ・公立幼保連携型認定こども園 

 

３ 平成２９年度当初予算額       １００，５７９千円 

             新規      （１００，５７９千円） 
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アスベスト対策の強化について 

 

１ 趣  旨  

  「専任体制によるアスベスト予防対策の強化」を図るとともに、日常的に修

繕工事を伴う市所有建築物などについて、石綿含有建築用仕上塗材の使用の有

無を事前に調査し、確実なアスベスト飛散防止対策を行うもの。 

 

２ 事業概要  

(1) アスベスト対策に関して、専任職員の配置など体制の強化によって、市所有

建築物における確実なアスベスト対策を推進する。 

(2) 平成 28 年 4 月に出された国立研究開発法人建築研究所の「石綿粉じん飛散

防止処理技術指針」を踏まえ、日常的に外壁仕上塗材に係る解体等工事が発

生し、即時対応が求められる市所有建築物については、外壁仕上塗材の石綿

含有調査を予め実施することにより、補修工事等におけるアスベスト飛散防

止の対策を講じる。 

（例）学校園、市営住宅、公立幼保連携型認定こども園等 

 

３ 平成 29 年度外壁仕上塗材調査実施施設及び予算額  

 

施設 予算額（千円） 所管部署 

小学校 36,070 

教育委員会事務局 学校管理部 施設課 中学校 16,930 

幼稚園 1,140 

小学校給食調理場 5,400 
教育委員会事務局 学校管理部 保健給

食課 

図書館 900 教育委員会事務局 中央図書館 総務課 

教育文化センター 900 
教育委員会事務局 学校教育部 教育セ

ンター 

廃園幼稚園施設 660 
教育委員会事務局 学校管理部 教育環

境整備推進室 

市営住宅 

22,200 建築都市局 住宅部 住宅管理課 

13,800 建築都市局 住宅部 住宅改良課 

公立幼保連携型認定こど

も園 
2,579 

子ども青少年局 子育て支援部 幼保運

営課 

合計 100,579  

別 紙 

52



 

 

 

堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 総務局 人事部 労務課 

直 通 ０７２－２２８－７４０７ 

内 線 ５２１０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－８８２３ 

 

「災害時における行政機能の確保」について 

～災害対応業務の充実・強化に向けて～ 

 

堺市では、市民の安全・安心を守るため、市内での万が一の災害発生に備え、被災時に最

前線で災害対策や避難所運営等にあたる従事者用の食料等の備蓄を開始します。 

 

記 

 

１．事業名 

     災害時職員用備蓄整備事業 

 

２．事業概要 

   ・市内での大規模自然災害発生時などに、災害対策や避難所運営等にあたる従事者用の

食料等を備蓄します。 

・平成２９年度～平成３１年度の各年度で１日分ずつを確保し、合計３日分を備蓄しま

す。 

 

３．平成２９年度当初予算額           ４，７３０千円   

             新規          （４，７３０千円） 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 環境局 環境事業部 環境事業管理課 

直 通 ０７２－２２８－７４７８ 

内 線 ３７１０ 

ＦＡＸ ０７２－２２９－４４５４ 

 

「堺市立のびやか健康館の天井耐震化事業」について 

 

 堺市では、施設利用者の安全・安心の観点から、堺市立のびやか健康館の天井耐震化事業

を実施します。 

 

記 

 

  １．事業名 

    堺市立のびやか健康館の天井耐震化事業 

 

  ２．事業概要 

 堺市立のびやか健康館２階スポーツ練習室の吊り天井の耐震化を実施します。ま

た、天井耐震化工事に伴う施設の休止期間に合わせて、施設・設備等の改修工事も

実施します。 

 

  ３．平成２９年度当初予算額    ２５０，３００千円 

             新規   （２５０，３００千円） 
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堺市立のびやか健康館の天井耐震化事業の概要 

① 施設名称   堺市立のびやか健康館  

（ごみ焼却余熱を利用したｽﾎﾟｰﾂ・健康増進施設） 

② 竣工日    平成 16年 3月 1日 

③ 所在地    堺市北区金岡町 2760-1 

④ 施設規模   鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 地下 1階、地上 2階建 

         ・敷地面積    約 26,500 ㎡ 

         ・建物延べ面積  約 6,732 ㎡ 

         ・延床面積    約 9,866 ㎡ 

⑤ 主な施設構成 １階 ﾌｨｯﾄﾈｽｼﾞﾑ・ｽﾀｼﾞｵ・ﾌﾟｰﾙ・浴室等 

         ２階 ｽﾎﾟｰﾂ練習室（ﾌｯﾄｻﾙｺｰﾄ・ﾃﾆｽｺｰﾄ） 

⑥ 利用者数   600,298 人（平成 27年度） 

⑦ 管理運営形態 指定管理者制度（さかいウェルネス株式会社） 

施設概要 

 ○東日本大震災において、大規模空間を有する建築物の天井の脱落した事例が多数生じた。 

 

○建築基準法が改正され、特定天井（６ｍ超の高さにある 200 ㎡超の吊り天井）の脱落対策の規制強化。 

 

 

 

 

○特定天井に該当する２階スポーツ練習室の吊り天井の 

耐震化工事を実施。 

○天井改修と併せてその他設備等の改修を行う。 

必要性及び事業内容 

平成２９年度８月発注 ３月竣工 

※ 工事期間中、２階スポーツ練習室は全面休館 

スケジュール（予定） 

 

○軽量化天井への変更 

既設天井(石膏ボード)撤去 → 軽量天井(ｸﾞﾗｽｳｰﾙﾎﾞｰﾄﾞ)新設 

 

 

 

 

 

改修手法 

２階スポーツ練習室 

効果 

○建築基準法に定める基準

を満たす 

 

○施設利用者の安全 

安心を確保 

吊り天井の構造 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 建設局 道路部 道路整備課 

直 通 ０７２－２２８－７０９５ 

内 線 ４１８０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７１３９ 

 

「緊急交通路等の橋りょう耐震強化事業」について 

 

堺市では、今後想定される南海トラフ巨大地震や上町断層帯地震などの大規模災害時に備

え、救急救命活動や救援物資の輸送、復旧支援活動を支えるために、緊急交通路や津波避難

路などに関する橋に対し、「命の道をつなげる」橋りょうの耐震強化事業を推進します。 

 

 

記 

 

  １．施策・事業名、施設名など 

     橋りょう耐震強化事業 

 

  ２．事業概要、事業目的など 

橋りょうの耐震対策工事（２１橋）及び耐震対策設計（３橋）等 

 

  ３．平成２９年度当初予算額 ２，６９６，８００千円 

債務負担行為   （４５，０００千円） 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 建設局 道路部 道路整備課 

直 通 ０７２－２２８－７０９５ 

内 線 ４１８０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７１３９ 

 

「橋りょう長寿命化修繕事業」について 

 

堺市では、市民生活に直結する道路交通ネットワーク機能の安全性を確保するため、

予防保全の考えを取り入れた維持管理計画に基づき、「次世代に、つないでいくよ、元

気な橋を」のスローガンのもと橋りょう長寿命化修繕事業を進めてまいります。 

 

記 

 

  １．施策・事業名、施設名など 

     橋りょう長寿命化修繕事業 

 

  ２．事業概要、事業目的など 

橋りょうの補修工事（１４橋）及び補修設計（６橋）等 

 

  ３．平成２９年度当初予算額 １，４７３，４００千円 
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平成29年度　橋りょう長寿命化修繕事業　位置図

少林寺橋 

大浜高架橋 

（P22～P25） 

遠里小野橋 

工 事（補修のみ） 

≪凡例≫ 

Ｉ陸橋 

榎橋（上り） 
榎橋（下り） 

設  計 

吾彦大橋 

阪堺大橋 

その他委託 

   点検 

工事（耐震との合体発注） ８橋 
 

６橋 

６橋 

負担金 ２橋 

はぎ橋 

下黒山跨道橋（上り） 

下黒山跨道橋（下り） 

１７7橋 

向ヶ丘東橋 

北花田口歩道橋 

中央歩道橋 

中百舌鳥１号橋 

中百舌鳥２号橋 

阿弥陀橋 

光明池地区センターNo.5-1歩道橋 

協和町デッキ 

向ヶ丘中橋 

まんりょう橋 

原寺跨線橋（上り） 

原寺跨線橋（下り）） 

（剥落対策） 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 建設局 土木部 土木監理課 

直 通 ０７２－２２８－７４１６ 

内 線 ４１３８ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－３９６４ 

 

「舗装補修マネジメント事業」について 

 

堺市では、舗装の長寿命化や、補修費用の縮減・平準化等を図るとともに安全安心

を確保するため、「道路舗装の戦略的維持管理」として予防保全の考え方を取り入れ

た舗装補修を推進します。 

 

記 

 

  １．事業名 

     舗装補修マネジメント事業 

 

 

  ２．事業概要 

     本事業は、道路舗装面のひび割れ等を調査する路面性状調査を５年毎（最新：２７

年度実施）に実施し、舗装補修計画の見直しを行い、事業を推進します。 

 ・舗装補修工事（府道堺狭山線ほか７路線） 

      ・舗装構造調査等    

     

 

３．平成２９年度当初予算額 ７３３，１２５千円 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 建築都市局 開発調整部 耐震化推進室 

直 通 ０７２－２２８－７４８２ 

内 線 ５９４０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７８５４ 

 

「住宅・建築物耐震・防火等改修促進事業」について 

    ～補助金大幅拡充！「応援します! 地震に備えて住まいの安心」～ 

 

堺市では、昭和５６年５月以前に建てられた住宅（旧耐震基準に基づくもの）を中心に、

住宅及び建築物の耐震性・防火性の向上を促進し、倒れにくく燃えにくい市街地の形成を図

るため、木造住宅無料耐震診断の実施、耐震診断・耐震改修・防火改修・省エネ改修等の事

業費への助成を実施しております。 

平成２９年度は、住宅の耐震改修補助限度額の引き上げをはじめとする制度拡充を行い、

住宅を中心とした耐震改修を引き続き推進していきます。 
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記 

  １．事業名 

住宅・建築物耐震・防火等改修促進事業 

 

  ２．事業概要 

    ・耐震改修促進法による診断義務付大規模建築物及び診断義務付沿道建築物への 

耐震化事業費を助成 

    ・昭和５６年５月以前の住宅への耐震改修補助制度を拡充し、所有者が６５歳以 

     上の場合、補助限度額１２０万円に８０万円を加算（４年間限定） 

    ・空家の活用支援策と連携した住宅の耐震改修促進（新規） 

    ・指定避難所を補完するため自治会等が校区の防災マニュアル等に基づき共助に 

     よる指定外の避難場所として管理・運営を行っている集会所等で、昭和５６年 

     以前に建築された施設（自主防災活動拠点施設）に対し、耐震診断及び設計・ 

     改修に要する経費を補助（新規） 

３．平成２８年度当初予算額  ７２３，２１０千円 

           新規  （１９，８９７千円） 

 拡充  （６７，８００千円） 

         債務負担行為 （３１５，０００千円） 
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合

 

65歳以上が所有する年代別住宅ストックの割合 

木造 

非木造 

新耐震 

Ａ． 費用負

担が大きい 

59% 

Ｂ． 建替

えの予定 

3% 

Ｃ． 転居の

予定 

2% 

Ｄ． 

業者が

わから

ない 

8% 

Ｅ． リフォーム

の時に 

11% 

Ｆ． 必要ない 

2% 

Ｇ． その

他 

15% 

耐震改修をしていない理由は？ 

 １）いわゆる旧耐震住宅の所有者での 65歳以上の高齢者の割合が高いこと 

とりわけ木造住宅では、全所有者のうち、約 76％(昭和 25年以前築のもの)から 

約 66%(昭和 46年から 55年以前築のもの)が 65歳以上の方となっています。 

約 5万 6千戸の旧耐震木造住宅の約 7割にあたる約 4万戸は 65歳以上の方が所有さ

れています。 

２）耐震改修に踏み切れない要因の第一は費用負担の大きさであること 

   耐震診断を行いながらも耐震改修を実施していない方へのアンケート結果では、費用

負担が大きいことを掲げている方が約 60%と圧倒的多数を占めています。 

                         （次に多い回答割合は約 11%） 

３）現状の耐震改修補助限度額の上限 120万円では、これまでの実績をみると実効補助率 

  約 25%であり、制度上の補助割合である 2／3を大きく下回っている実態があります。 

４）耐震改修促進計画の目標年次である平成 37年度までに 95%の耐震化率を達成し、 

   空き家の利活用を進める上でも、耐震改修を大幅に増やしていく必要があります。 

このため、65 歳以上の所有者を対象に、期間を限定し、80 万円の加算を行い、早期

に多くの住宅の耐震化を図るものです。 

 

 

 

 

 

昭和 56年 5 月以前の戸建て住宅への耐震改修補助制度を拡充し、所有者が65歳以上の

場合、補助限度額 120万円に 80万円を加算します。（4年間限定） 
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昭和 56 年 5月以前に建築された建築物で、自治会館等の集会所で、校区の防災マニュア

ル等において、指定避難所を補完するための「共助による指定外の避難場所」として活用

することが位置付けられ、住民に周知され、訓練等に活用されるなど避難場所の実態を有

するもの（自主防災活動拠点施設）を耐震診断・耐震改修設計・工事の補助対象とする支

援制度を拡充します。 

熊本地震では、指定外避難所が、熊本県内の少なくとも 7 市町村の計 185 カ所にあり、

約 3 万 6 千人が避難していたことが判明しています。また、東日本大震災においても、車

中泊や自宅避難など様々な形態での多様な避難が行われてきた実態があります。 

そこで、これまでの耐震化支援制度を拡充し、上記の自治会館等の「共助による指定外

の避難場所」を耐震化支援の対象にすることで、建物倒壊から市民の命を守り、被害の拡

大を防止し、災害から素早く立ち直る体制づくりの一助とするものです。 

現行制度 
 

①市民の生活する住宅 

 

②用途・規模により多数の人に 

 影響がある建築物 

 

③社会福祉施設など避難弱者が 

 利用する建築物 

 

④発災時に緊急交通路の通行を 

 妨げる恐れのある沿道建築物 

これまでの耐震化支援対象を拡充します 

新制度 
 

①市民の生活する住宅 

 

②用途・規模により多数の人に影響がある 

 建築物 

 

③社会福祉施設など避難弱者が利用する 

 建築物 

 

④発災時に緊急交通路の通行を妨げる恐れ 

 のある沿道建築物 

 

⑤校区の共助による指定外の避難場所と 

 して活用されている建築物 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日 提供 

問い合わせ先 

担当課 建築都市局 都市整備部 高規格堤防推進室 

直 通 ０７２－２２８－０３６７ 

内 線 ５６３０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７８９７ 

 

「大和川左岸（三宝）土地区画整理事業」について 

 

堺市では、大和川高規格堤防の整備による事業効果の早期発現を図るため、三宝地区内の

権利者や住民の皆様のご協力をもとに、高規格堤防整備事業と土地区画整理事業の一体的整

備を促進し、「まちを・市民を守る、災害に強いまちづくり」を進めます。 

 

記 

 

１．事業名 

大和川左岸（三宝）土地区画整理事業 

 

２．事業概要 

河川の水量が著しく増加することによる破堤の防止と越水時の市街地の甚大

な被害を軽減することを目的とした大和川高規格堤防整備事業と土地区画整理

事業の一体的整備を促進するため、地元合意形成に継続して取り組むとともに、

施行予定者であるＵＲ都市機構において大和川左岸（三宝）土地区画整理事業の

事業計画を決定し、本格的に事業に着手します。 

      施行地区面積 ：約１３．０ｈａ 

      事業施行期間 ：平成２９年度から４１年度（清算期間含まず） 

       

３．平成２９年度当初予算額    ４９０，９２３千円 

（債務負担行為 ２１，５６２，０００千円） 
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 大和川左岸（三宝）土地区画整理事業の概要 

高規格堤防整備事業と土地区画整理事業の一体的な整備により、 
災害に強い、安全・安心で良好な市街地の早期実現を図ります。 

公園 

公園 

阪高施設 
(非常口) 

阪高施設 
(非常口) 

阪高施設 
(非常口) 

阪高施設 
(換気所) 阪高施設 

(出入口ランプ) 

大
阪
臨
海
線 

市道  築港南島線 

大和川 

土地利用の概要（案） 
現時点での案であり今後、変更される場合があります。 

宅 地 

河川用地 

歩行者専用道路 

階 段 

凡 例 

名  称  大和川左岸（三宝）土地区画整理事業 

施行地区面積  約13.0ha 

主な公共施設  道路（幅員8ｍ・6ｍ、歩行者専用道路、階段）、公園（2箇所） 

事業施行期間  H29年度～H41年度予定（概ね13年間・清算期間含まず） 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 消防局 警防部 通信指令課 

直 通 ０７２－２３８－０１１９ 

内 線 ９９－５３１１～２ 

ＦＡＸ ０７２－２２３－６９３８ 

 

「消防行政統合システム整備事業」について 

 

 堺市では、市民からの１１９番通報の受付、消防隊・救急隊への出場指令を行う「通信指

令システム」を中核とする消防情報システムである「消防行政統合システム」の更新を行い、

３６５日２４時間の安定稼働を図るとともに、最新のＩＣＴ技術を導入し、迅速・的確な消

防業務の更なる充実を図り、「市民の確かな安全・安心を確保」します。 

 

記 

 

１．事業名   消防行政統合システム整備事業 

 

２．事業概要（拡充分） 

   平成２９年度は、消防行政統合システムの更新を３ヶ年で実施するうちの、初年度

分にかかる整備を実施 

（１） 消防通信指令総合システム 

  ○災害状況や各種支援情報をリアルタイムに把握する大型マルチディスプレイの整備 

  ○消防拠点間を結ぶ消防電話ネットワークの整備 

（２）画像伝送システム 

○映像受信の最新化のためのヘリコプターテレビ電送装置の整備 

○大規模災害時に総務省消防庁・大阪府・関係機関等と衛星通信を行う衛星地球局の 

整備 

 

３．平成２９年度当初予算額         ７２２，５９９千円 

拡充        （５０５，１１６千円） 

       債務負担行為      （２，３１５，０００千円） 
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「消防行政統合システム整備事業」について 

 

1. 消防行政統合システムとは 

 「消防行政統合システム」とは、 

 消防通信指令総合システム（以下「指令システム」という。）・・・119 番通報を受信し、コンピ

ュータ制御により消防隊、救急隊の出場指令、車両動態管理や無線統制などを行う、消防

行政統合システムの中核をなすシステム。 

 支援情報システム・・・警防（消防・救急・救助等）業務、予防（危険物・設備・査察等）業務な

どの消防業務における事務処理を電子化したシステム。 

 画像伝送システム・・・高所カメラ装置・広域応援画像受信装置・衛星地球局から構成され、

高所に設置したカメラやヘリコプターからの映像による災害状況の早期把握や、有事の際

に総務省消防庁をはじめとする国・府等の防災機関への映像配信を行うためのシステム。 

以上の 3システムを中心として、消防電話装置や気象観測装置等の消防業務システムを含めた、

相互に連携されたシステム全体の総称です。 

 消防業務は、いつ発生するか予測できない災害に対応しなければならないことから、当該シス

テムは、24 時間 365 日、常に安定稼働を求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消防行政統合システムの概略図 

無線等による 
現場情報の送信 

警防・予防業務に 
関する各種データ 
入力 

 

指令システム 

支援情報システム 画像伝送システム 

市民 

119 番通報 

消防隊・救急隊 

出場指令 

災害現場 

高所カメラ
等による映
像取得 

国などの防災機関 

映像配信 

災害地点 
情報の送信 

消防職員 

災害事案 
情報の送信 

消火栓や目標
となる建物など
のデータ送信 

り災証明書
の発行など 

消防行政統合システム 

災害現場の 
 映像取込 
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2. これまでの経過について 

平成2年4月に第1期「指令システム」の運用を開始し、コンピュータ制御による消防隊、救急

隊の管理が可能となりました。また、平成10年 4月には、平成7年1月に発生した阪神・淡路大

震災を契機に、迅速な情報収集及び伝達を目的として、市役所本庁の消防用高所カメラ設置を

含む「画像伝送システム」を整備し、運用を開始しました。 

平成 16 年 4 月には、機器の老朽化、機器障害時の交換部品の不足により、「指令システム」

の安定稼働の維持が困難になったため、第2期「指令システム」の運用を開始、併せて消防業務

の事務を電子化した「支援情報システム」の運用を開始しました。 

以降、システム主要装置のハード更新や、高所カメラの増設を経て、現在の「消防行政統合シ

ステム」の体系となっています。 

 

3. 事業内容について 

「指令システム」、「支援情報システム」については、前回のシステム更新から 12 年以上が経

過、「画像伝送システム」については運用開始から 18 年以上が経過していることから、最新の

ICT 技術の取り込み、及びシステムの安定稼働をめざし、消防行政統合システムの全部更新を

行うべく、平成 26 年度から 28 年度にかけて基本設計・実施設計を行いました。 

  「消防行政統合システム」は、消防業務を行う上で必要不可欠なシステムであり、万一機器障

害等によりシステムが停止するような事態が発生すれば、人命にかかわる影響など、取り返しの

つかない事態に発展する可能性があります。 

その 「消防行政統合システム」に求められる条件は以下のとおりです。 

 いつ発生するか予測できない災害に対応するため、24時間365日、常に安定稼働を維持す

ること。 

 機器障害が発生した際の早期復旧が可能であること、すなわち交換部品が常に確保されて

いること。 

 主要機器については 2 重化構成とし、機器障害が発生した場合でも、最低限の運用が可能

であること。 

 

「消防」という業務は、緊急性、確実性を伴う業務であり、そのためには、システムの高い信頼

性が必須となります。しかしながら、一定の年数が経過すれば、24 時間の連続運転の影響から

機器障害の発生頻度が増加し、交換部品の不足により復旧までの時間を要することが予想され

ることから、今回のシステム更新に至っています。 

平成 29 年度から 3 ヶ年で、「新 消防行政統合システム」を構築し、高度化されたシステムを

最大限に活用して、市民の皆様の「確かな安全・安心」を確保します。 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 消防局 総務部 総務課 

直 通 ０７２－２３８－６００２ 

内 線 ９９－５５１１、５５１８ 

ＦＡＸ ０７２－２２３－１９７９ 

 

「（仮称）堺市総合防災センター整備事業」について 

 

堺市では、防災に関する中核拠点施設として、自助、共助、公助を総合的に推進し、地域

総合防災力の向上を図るとともに、大規模災害に対する緊急の対応や、政令指定都市として

の災害対応力の向上を推進するため、「未来防災の発信基地」となる（仮称）堺市総合防災

センター整備事業を実施します。 

 

記 

 

１．事業名 

    （仮称）堺市総合防災センター整備事業 

 

２．事業目的 

    切迫性が指摘されている南海トラフ巨大地震の発生が懸念される中、自助、共助、公

助の連携による地域防災力の向上を図り、災害に強いまちづくりを推進するもの。 

 

３．施設整備計画 

 （１）消防職団員の高度な教育・訓練が実施できる施設の整備 

 （２）訓練機能・啓発機能の一体的な施設である利点を生かし、市民の方々が「体験型」

訓練を実施できる施設の整備 

 （３）大規模災害発生時の広域的な災害応急対策の拠点施設の整備 

 

４．平成２９年度当初予算額          ４９５，３４６千円   

             拡充         （４９５，３４６千円） 

         債務負担行為         （８２７，０００千円） 
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（仮称）堺市総合防災センター整備事業 

大規模災害時 平常時 

堺市消防局 堺市消防局 

大規模災害時利用イメージ平常時利用イメージ
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 上下水道局 上水道部 配水計画課 

直 通 ０７２－２５０－９１５８ 

内 線 ９７３－７１１０ 

ＦＡＸ ０７２－２５０－９１９５ 

 

「水道施設の耐震化事業」について 

 

堺市上下水道局では、「いのちを守る堺の水道への挑戦」として、震災時におけるライ

フラインとしての機能を確保・保持するため、経年劣化した水道施設の耐震化事業を実

施します。 

 

記 

 

   １．事業名   

水道施設の耐震化事業 

 

   ２．事業概要 

①幹線管の耐震化 

・岩室陶器バイパス送水管布設事業（継続）ほか 

②配水支管の耐震化 

・避難所等に至る管路の耐震化ほか 

③配水池の耐震化 

・岩室高地配水池超高池新配水池築造事業（継続）ほか 

     ④災害時給水栓の設置 

      ・各小学校に震災時の応急給水対策として災害時給水栓を設置（新規） 

   

３．平成２９年度当初予算額   ６，３０８，２００千円 

債務負担行為  （５，６８６，０００千円）  
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【別紙資料】「水道施設の耐震化事業」について 

 

① ② 幹線管及び、配水支管の耐震化 

 

 

 

 

 

効果：水道管を耐震化することにより、震災時の復旧が早くなり応急給水を早期に実施で

きる。 

 

① 幹線管の耐震化 

② 配水支管の耐震化 
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③ 配水池の耐震化（岩室高地配水池超高池新配水池築造事業） 

 

 

岩室高地配水池超高池新配水池 完成予定図 

効果：水道施設の中枢である配水池を耐震化することにより、震災時にも機能保持ができ

る。また、配水池を２池以上にすることにより、震災時に応急給水を確保できる。 

 

 

④ ≪新規事業≫災害時給水栓の設置 

 

効果：避難所となる小学校に災害時給水栓を設置することで、震災時に応急給水活動を円

滑に行うことが可能となる。（平成 29年度は 14校に設置予定。） 

築造予定の新配水池 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 上下水道局 下水道部 下水道計画課 

直 通 ０７２－２５０－５３２７ 

内 線 ９７３－６１１０ 

ＦＡＸ ０７２－２５０－５９１８ 

 

「下水道総合地震対策事業」について 

 

堺市上下水道局では、「震災に強いまちの実現」へ向け、下水道施設の地震対策として、

被災時の市民生活及び復旧活動確保のため、重要な施設の耐震対策を行います。また、避難

所におけるトイレ機能確保のため、指定避難所である全市立小学校などへのマンホールトイ

レの整備を進めており、平成 29 年度で全市立小学校への整備が完了する予定です。 

 

記 

 

１．事業名 

下水道総合地震対策事業 

 

２．事業概要 

     下水道施設の地震対策 

     ・重要な幹線管きょの耐震診断・調査、耐震化工事 

     ・処理場建築物の耐震補強工事 

     ・マンホールトイレの整備 

 

３．平成２９年度当初予算額          ７７１，５００千円 
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平成29年度で 

全市立小学校への整備が完了予定 

下水道総合地震対策事業 

マンホールトイレの整備 

防災訓練の様子 

箇所数（累計） 

①過去の大規模地震による被災状況を教訓に、下水道機能・サービスを持続的に提供するための対策が急務 
②平成31年度完成を目標に、重要な管きょ・建築施設※の耐震対策、全市立小学校等へのマンホールトイレの整備 
 を実施 
③マンホールトイレの整備にあわせた地元説明会により、市民に「自助」と「共助」の意識が浸透、「減災」の実現に貢献 
  本市マスタープラン重点プロジェクトである「子育てのまち堺」・「市民が安心、元気なまち堺」の実現にも必要不可欠 

市立小学校マンホールトイレ設置数 

・有事の際には、市民の方たちでマンホール 
 トイレを設置していただくことを説明 
・「自助」と「共助」の意識が浸透 

重要な管きょ・建築施設の耐震対策（実施例） 

※ 重要な管きょ：避難所と処理場を結ぶ管きょ並びに軌道下及び緊急輸送路下に埋設されている管きょ 
   重要な建築施設：公衆衛生保全のための処理機能確保と人命確保のために耐震性能が必要な下水処理場及びポンプ場の建築施設 

 被災時 
（テントを設置） 

7 
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56 
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89 93 
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石津下水処理場耐震補強外工事 

施工後 

施工後 

浜寺石津町中外 
下水管更生工事（２５－１） 

施工後 

施工前 

施工中 

 平常時 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 上下水道局 下水道部 下水道計画課 

直 通 ０７２－２５０－５３２７ 

内 線 ９７３－６１１０ 

ＦＡＸ ０７２－２５０－５９１８ 

 

「浸水対策事業」について 

 

堺市上下水道局では、「雨に強いまちの実現」へ向け、浸水安全度の向上を目標として、

これまでの被害実績や危険度から、浸水危険解消重点地区を設定し、雨水ポンプ場、雨水幹

線管きょの整備を行います。 

 

記 

 

 

１．事業名 

浸水対策事業 

 

２．事業概要 

雨水ポンプ場、雨水幹線管きょの整備 

・古川下水ポンプ場建設工事（継続） 

・出島下水管布設工事 

・菅池幹線下水管布設工事 

 

３．平成２９年度当初予算額      ７，６６０，１００千円 

債務負担行為    （１６，４４５，３００千円） 
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浸水対策事業（古川第２ポンプ場・出島バイパス線関連） 

出島バイパス線 

神南辺町周辺 

戎島町周辺 

出島・西湊町周辺 

出島バイパス線及び 
古川第2ポンプ場 

集水区域（約183ha） 

古川第2ポンプ場 

集水区域（約90ha） 

堺市消防局 

  旧堺港 

出島BP及び古川第2Pの整備に
より、竪川下水ポンプ場の廃
止が可能となる 

竪川下水Ｐの廃止 

工事状況等 

古川第２ポンプ場 

  古川第２ポンプ場（完成予想図） 浸水対策区域と事業箇所   

  H20.9.5 (93.5mm/h）浸水状況 

シールドマシン 掘進状況（急曲線部） 

①時間約50mmの降雨（10年確率降雨）での浸水被害を解消 
 

②さらに、浸水シミュレーション結果では、堺市既往最大降雨  
（93.5mm/hr）に対して、床上浸水被害を全部解消、床下浸水被害を概
ね解消できる見込み 
 

③竪川下水ポンプ場の廃止により旧堺港への未処理下水放流が無くな
り観光資源である旧堺港や内川・土居川の魅力向上に寄与 

 

①過去の浸水実績と浸水想定結果から浸水危険解消重点地区を24地区抽出し、時間約50mm対応の施設整備を 
 重点化 
②古川第2ポンプ場及び出島バイパス線関連の整備で、戎島町周辺、神南辺町周辺、出島・西湊町周辺の3地区 
 の浸水被害を解消 

【古川第２ポンプ場】 
 集水域：約273ha 揚水量：約2,100m3/分 
【出島バイパス線関連】 
 φ4,500mm L=1.9km等 集水域：約183ha 

当地区の特徴、過去の浸水状況 

南側上空より（平成28年10月撮影） 

【古川第２ポンプ場】 【出島バイパス線】 

当施設の整備効果 

施設概要 

【特徴】 
  広域緊急交通路である国道26号線、地域緊急交通路である出島 
 海岸通西湊１号線、堺市消防局本庁舎等、市の重要インフラ等が 
 集積するとともに、本市観光資源の旧堺港がある 
 

【過去20年間の浸水被害状況等】 
 床上：7件 床下117件 道路冠水27件 → 計151件の被害件数 

西側より（平成28年12月撮影） 
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